

























黒人たちは南部において 1867 年に投票権を与えられ，そして 1870 年には修正第 15 条を通じ
て全米においても行なわれた。さらに共和制主義者は，平等のコンセプトを法律や実社会の中
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人米国人からは，偏向のひとつの形態として見られた。1860 年代に，Andrew Johnson 大統領
は 1866 年公民権法案（Civil Rights Bill）に対して，それは有色人種に対して好意的でありそ
して白人に対して不利に運用されるだろうとして，議会拒否権を行使したが，同年の議会選挙





















定がおかれていた。南北戦争のあと，修正第 13 条により奴隷制が禁止され，さらに修正第 14
条が制定されそこに初めて平等条項が挿入された 10）。南北戦争が始まったのは 1861 年であり，


































　Jones 判決 20）においては住宅販売での人種差別について 1866 年公民権法のもとでの損害賠
償の訴えを容認している。再統合の時期における立法の目的を拡張することを示している 21）。















































　修正第 13 条は主に学問的な疑問として最高裁は永く退けていたが，1968 年 Jones V. Alfred 
判決 34）により，最高裁が 1866 年公民権法を広く解釈したことにより事態は変化した。この判
決は，経済活動において私人によるすべての差別の形態に対して 1866 年法は及ぶと解釈し，
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　だが，1875 年公民権法では，修正第 14 条の文言によって枠組みされている。1975 年法では，
主に修正第 14 条の免責条項を執行するための手法として提示された。Slaughter-House 判決 37）
では，公民権法は，平等条項（Equal Protection Clause）を指向するための手段として書き直され，




クションの区別に関連して帰結される。修正第 13 条と第 14 条の領域や範囲は異なることを忘
れてはならないことを法廷意見は述べている 40）。
　修正第 13 条の喫緊の目標は奴隷制の廃止であった。その意に反する苦役（involuntary 








等の概念にへと移譲していった。1964 年改正法では Civil Right 事例を，通商とステート・ア
クションの存在があるときを除いて，条文上無効に扱っている 42）。Heart of Atlanta Motel43）に
おいて，議会は権限を明確に列挙していたが，その条文は通商条項と修正第 14 条 5 項に明ら


















高齢者雇用についての差別禁止法（Age Discrimination in Employment Act）47）や障害者保護
法（America with Disabilities Act）48）になって現れた。1866 年公民権法の劇的な復活は Jones v. 
Alfred によってあらわれた。Jones 判決では公民権法を所有権の売買における私人間の差別を
禁止していると解釈し，人種に関わりなく平等な法的能力が与えられるとした 49）。最高裁は





禁止としての修正第 13 条であるが，それは修正第 14 条のもとでのステート・アクションを満
























（Trafficking Victims Protection Act）の条文，強制（coercion） には心理的（psychological） 強制を

















めには，第 13 条の第 2項のもとで進められることになるであろう 60）。
第 3章　修正第 13条と第 14条
1）修正第 14条の制定
　修正第 13 条は 150 年間にわたってほとんど進展をみなかった。わずかな例外を除いて，連
邦最高裁は，修正第 13 条，特に第 1項をまったく狭く解釈してきた第 13 条の直後に制定され
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た第 14 条が多くの進展をみたのに比べ，ごく僅かなものであった 61）。













続けて第 14 条を制定した。この修正条項は公的イメージにおける修正第 13 条を置き換えただ
けでははく，最高裁や法律家にとっても類似の，ほとんど強迫観念のような注目を惹いた。そ
の理由は，第 14 条は南北戦争後の米国の利益にとって有益であることが証明された。企業や

















































































































第 13 条の二つの条項は最高裁によって異なる扱いを受けていた。第 1項は奴隷制の象徴と付






















邦差別犯罪規制法（The Federal Hate Crimes Law）は，初期の法案は連邦レベルで保護された
活動が介入するときに適用されたが，修正条文ではそのような管轄的要求は廃止された。連邦
DV法（Violence Against Women Act）についての修正第 13 条の論議の位置づけは，歴史的に州
法によってシールドされていた救済を単に憲法的に許容するだけでなく，憲法的に命じている
ことである 93）。







修正第 13 条が推すものは，立法的沈黙はオプションではないということである 94）。
　修正第 13 条は創造的な憲法論議を進めるにあたって有用である。この条項のユニークなと




















張されることとなった。また，第 13 条制定の直後に制定された第 14 条は平等な保護を規程す
るものであるが，この第 5項で示されたように，憲法上の権利保護のために州に対し連邦議会
が立法権を行使することが認められ，州と連邦との関係は根本的変化をとげた 96）。もっとも
第 14 条についてはその適用にあたって政府職員の行為の介在を必要とするために，第 13 条と
第 14 条の射程は異なることになるかも知れない。
　ところで，日本においてはこれらの第 13 条，14 条に相当する憲法規程は憲法第 18 条と第
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The Thirteenth Amendment and Protection of Vulnerability
Tomoki SAWADA
Abstract
The demand that “neither slavery nor involuntary servitude shall exist within the United 
States,” taken seriously, potentially calls into question many different aspects of public 
and private power, ranging from political governance and market practices to the family 
itself. In addition, judical decisions depend upon sustained congressional support for 
federal prohibitions against private discrimination, enacted first in the Civil Rights Act 
of 1964, then in the Civil Rights Act of 1968, and then extended by the court through its 
interpretation of the Civil Rights Act of 1866.
